
物品及び役務に係る一般競争及び指名競争入札参加資格審査申請要領 

 

1 入札参加資格の審査を受けられない者 

 次の各号に掲げる者は、入札参加資格の審査を受けることができない。また、有効期間

中に該当した場合においては、該当資格を取り消し処分とする。 

（1）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という。）第 167 条の 4

第 1項に規定する者 

（2）都道府県税、市町村税又は消費税及び地方消費税を滞納している者 

（3）営業に関し免許、許可、認可、資格等(以下「許認可等」という。)を受け、又は届

出等を行わなければならない場合において、当該許認可等を受けていない者又は当

該届出等を行っていない者 

（4）久米南町暴力団排除条例(平成 23年久米南町条例第 15条)第 2条第 1号から同条第

3号に規定する者又はそれらの者と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（5）前号に掲げる者を役員又は支配人としている法人及び支配人としている個人 

（6）過去 2年以内において、第 4号又は前号に該当するに至ったことにより入札参加資

格の取消しを受けた者 

 

2 申請の有効期間 

 令和 4年 10月 1日から令和 7年 9月 30日まで 

 

3 申請の受付期間 

  令和４年 8月 1日から令和４年 9月 15日まで（必着） 

上記期間内に提出されたものについては、審査の後、令和 4年 10月 1日からの登録と

する。上記受付期間以降は随時受付とし、この場合、受付日の翌月末の登録とする。 

受付は、土曜日及び日曜日並びに国民の休日を除く、午前 8 時 30 分から午後 5 時 15

分までとする。 

 

4 申請の提出場所（紙媒体の場合） 

〒709-3614 

岡山県久米郡久米南町下弓削 502-1 

久米南町総務企画課 

 

5 申請の提出方法 

 （1）紙媒体の場合 

   ア 持参又は郵送 

イ 郵送の場合は封筒に「物品等指名願在中」と明記をすること。 

 



 （2）電子媒体の場合 

   ア 岡山県電子申請システムから申請すること。この場合、事前に同システムへの

利用者登録を行うこと。 

   イ 6 提出書類のうち(3)及び(4)は、指定様式をダウンロードすること。 

   ウ 6 提出書類は申請用フォームに添付して提出すること。この場合、指定様式の

拡張子は変更せず、また、(5)から(10)までの書類は PDF で提出すること。なお、

電子申請においては提出書類のうち(2)の提出は不要とする。 

   エ 電子申請における受付確認は受付完了のメールの送付をもって代えるものとす

る。 

 

6 提出書類 

（1）事業所情報 

（2）物品等入札参加申請書 

（3）希望営業品目調査票（物品・役務） 

（4）暴力団排除に関する誓約書（兼同意書） 

（5）納税証明書（提出時において取得できる最新のもの）（写し可） 

① 本町に納税義務を有する者 ＊未納が無い証明  

・町税に関するすべて 

② 本町に納税義務を有しない者 ＊未納が無い証明 

・個人：所得税（納税証明「その 3の 2」） 

・法人：法人税（納税証明「その 3の 3」） 

（6）印鑑証明書（写し可） 

法人は法務局、個人の場合は市町村で交付しているもの 

（7）登記簿謄本（写し可） 

法人は法務局、個人の場合は市町村で交付している住民票又は外国人登録済証明書 

（8）決算書 

  個人にあっては収支決算書及び市町村で交付している資産証明書 

（9）営業証明書（写し可） 

①許認可業務にかかる業種は、登録証又は許認可証 

②有資格者の雇用を要する業種については、その資格を証する書面 

（10）委任状（任意書式）＊代理人を置く場合のみ 

委任権限及び委任期間を記入すること 

（11）受付確認が必要な場合は、受付票、返信用封筒又はハガキ 

 

7 申請書類の提出部数 

 各 1部 

 



8 その他 

町内事業者の事務処理上の負担の軽減を以て、町内産業の振興を図るため、久米郡商工

会久米南支部会員（以下「会員」という。）に限り、同商工会から提供される書類により、

更新及び新規登録手続きを行うものとする。会員のうち希望営業品目に追加等変更希望の

ある場合は、6提出書類（3）希望営業品目調査票（物品・役務）を提出することとする。 

 

9 変更届 

 登録内容に変更が生じた場合、変更届を提出すること。変更届については任意書式とし、

変更内容を記入し、提出すること。 


